
◆10 番（平野利和君） おはようございます。創新・公明の平野利和です。金澤市長にお

かれましては、3 期目となる最初の議会になります。私もしっかりと市民の皆さんの声を代

弁して質問してまいります。 

 まず、最初に、来年度の施政方針についてお尋ねいたします。 

 基本方針 1、暮らしと安心の中で、出会い、結婚、移住・定住の分野についてお尋ねいた

します。 

 その中の結婚奨励金のことがありました。この奨励金は、平成 31 年 4 月より令和 4 年 3

月まで 3 年間が対象だと思っております。市議会の全員協議会でも説明がありましたが、

市民の皆様に周知する意味も含めて説明をお願いいたします。 

 あとの質問、子育て支援の分野の産後ケア事業、一般質問として、福祉行政についてと教

育行政については、自席にて質問いたします。よろしくお願いいたします。 

○議長（松尾文昭君） 金澤市長。 

◎市長（金澤秀三郎君） 平野利和議員の御質問にお答えいたします。 

 市では、これまで人口減少問題の克服に向け様々な事業に取り組んでおりますが、出生数

を増やすには婚姻数を増やす取組が有効であるという考えから、新たに成婚される御夫婦

に結婚奨励金を交付し、新婚世帯の経済的負担を軽減することで、結婚を希望される方への

後押しを行うこととしております。 

 結婚奨励金を受けるための要件の一つであります婚姻時の年齢が夫婦共に 42 歳未満であ

ることにつきましては、統計上の数値等を基に、出産の可能性が高い 42 歳未満を年齢要件

として設定しているところであり、令和元年度の制度開始以降 103 件の交付承認をしてい

るところでありますが、これまで年齢要件に該当しない夫婦も多くいらっしゃるとの御指

摘もいただいておりました。このことを踏まえ、人口減少問題の克服に資する本制度の目的

を最大限に達成するため、令和 3 年度から要件の対象に夫婦の両方またはいずれか一方が

42 歳以上の場合でも平成 31 年 4 月 1 日から令和 4 年 3 月 31 日までに婚姻し、令和 5 年 3

月 31 日までに子どもを出生した夫婦を追加し、制度の拡充を行うこととしているところで

ございます。 

 残余につきましては、担当より答弁をさせていただきます。 

○議長（松尾文昭君） 尾上地域振興部長。 

◎地域振興部長（尾上美徳君） 私のほうからは、結婚奨励金の制度内容について御説明い

たします。 

 結婚奨励金につきましては、出生数の改善に向け婚姻数の増加を図ることを目的に、新た

に成婚される御夫婦に奨励金を交付し、結婚を希望される方の後押しをする取組でござい

ます。 

 具体的には、御夫婦共に市内にお住まいの方が成婚された場合は 50 万円、いずれかが結

婚を機に市内へ転入された場合は 55 万円、お二人とも市外から市内へ転入された場合は 60

万円をそれぞれ 3 年間に分割して交付することとしております。 



 奨励金の交付要件の一つとして、婚姻時の年齢が夫婦共に 42 歳未満であることを定めて

おりましたが、今回制度拡充を行い、令和 3 年度から夫婦の両方またはいずれか一方が 42

歳以上の場合には、平成 31 年 4 月 1 日から令和 4 年 3 月 31 日までに婚姻し、令和 5 年 3

月 31 日までに子どもを出生した御夫婦であれば、結婚奨励金の交付対象となるようにした

ところでございます。 

 なお、平成 31 年 4 月以降、令和 3 年 3 月までに既に結婚されて子どもを出生されている

場合には、令和 4 年 3 月までに承認申請をしていただき、令和 3 年 4 月以降に子どもを出

生された場合には、出生後 1 年以内に申請をしていただくよう考えておるところでござい

ます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 説明ありがとうございました。 

 今の説明に、出産された場合ということがあるんですが、出産しないと受けられないとい

うことで間違いないですか。 

○議長（松尾文昭君） 尾上地域振興部長。 

◎地域振興部長（尾上美徳君） 拡充により対象となられた御夫婦におかれましては、お子

様の出生が要件となります。出生がない場合は、結婚奨励金の交付はございません。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） そういう意味合いということは、私は出産祝い金の意味合いが強

いかと思われますが、出産祝い金ということも考えておられるということでしょうか。 

○議長（松尾文昭君） 尾上地域振興部長。 

◎地域振興部長（尾上美徳君） 出生されることが交付要件となることから、いわゆる出産

祝い金のようなイメージを持たれることは否めませんけれども、今回の拡充はあくまでも

人口減少対策に取り組むために結婚を後押しするものでございますので、出産祝い金では

なくて結婚奨励金とさせていただきたいというふうに思っております。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） ということは、今まで、前年度、昨年度までですか、年齢制限が

ありましたけども、来年度からの案は年齢制限を外す、説明がありましたけれども、年齢は、

年取っとってもお子さんが生まれたらこの制度というのは受けられるということですよね。 

○議長（松尾文昭君） 尾上地域振興部長。 

◎地域振興部長（尾上美徳君） 42 歳を超えた方であられても出産をされた場合には要件

になるということで、実質的に年齢制限については撤廃になる形になろうかと思います。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 了解しました。このことは、よく市民の皆様に説明していただき

たいと思っております。 

 この支援制度は、昨年と今年度と 2 年になりますが、実績はどのようになっております

でしょうか。予算も含めてお願いいたします。 



○議長（松尾文昭君） 尾上地域振興部長。 

◎地域振興部長（尾上美徳君） 制度につきましては、令和元年度の実績から申しますと、

令和元年度に承認をした件数が 42 件、それから令和 2 年度に承認した件数は 61 件、合わ

せて今 103 件を承認しております。 

 予算額につきましては、令和元年度が当初予算 1,860 万円、令和 2 年度が 1,920 万円でご

ざいます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） ということは、他市から雲仙市に住まれて結婚されてということ

だろうと思うのですが、この 42 件、61 件の中で何人人口が増えているということは分かり

ますか。 

○議長（松尾文昭君） 尾﨑地域づくり推進課長。 

◎次長兼地域づくり推進課長（尾﨑輝孝君） 今現在で、転入等また出生によりまして人口

が増加しているのが 127 名でございます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） この制度で 127 名の方が、人口は増えているという形で考えてよ

ろしいですね。 

 制度の充実は、私は大変いいことだと考えております。今後、先程私が話しましたけれど

も、他市の事例もあるのですが、結婚奨励金制度が終了した後に出産祝い金のようなことを

考えてもらうことはできませんでしょうか。 

○議長（松尾文昭君） 尾上地域振興部長。 

◎地域振興部長（尾上美徳君） この結婚奨励金の制度につきましては、議員が申されたと

おり令和 3 年度までの 3 年間の制度となっております。 

 この結婚奨励金を継続あるいは廃止、それからまた別の制度として実施をするかどうか、

令和 3 年度中に多角的に検証をしていきたいという、そういう必要があるというふうに思

っております。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） ぜひ、人口減少が激しい雲仙市ですので、他市から来ていただく、

そしてまた子育てがやさしい雲仙市ということが全面的に出るように検討をお願いしたい

と思います。 

 次に、子育て支援の分野で、子育て支援事業について質問いたします。 

 産後うつや新生児の虐待防止を図るために、産後健診事業の推進を図り、産後間もない妊

婦と新生児への支援に取り組むという施政方針がありました。具体的にどのような支援を

考えてあるのか、お尋ねいたします。 

○議長（松尾文昭君） 東健康福祉部長。 

◎健康福祉部長兼福祉事務所長（東裕実君） きめ細やかな出産・育児の支援についてでご

ざいますけれども、全ての妊婦に対しまして、個別に面談を行い、妊娠期から子育て期まで



切れ目のない支援を提供するために、子育て世代包括支援センター事業をはじめ、産後うつ

の早期発見を目的に、産後間もない時期に 2 回の健康診査を行う産婦健康診査事業や、産

後も安心して子育てができるよう支援する産後ケア事業などを実施しているところでござ

います。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 具体的にはどのようなことをされているんですか。 

○議長（松尾文昭君） 東健康福祉部長。 

◎健康福祉部長兼福祉事務所長（東裕実君） まず、子育て世代の包括支援センター事業で

ございますけれども、これは令和 2 年 10 月に事業を開始しております。妊娠期から子育て

期における支援を切れ目なく提供するために、専任の母子保健コーディネーターを配置し

て、産前産後の体のこととか子育てのことなどをきめ細やかな相談支援を行うということ

で、昨年 10 月から開始をしております。 

 それと、産後ケアの状況についてでございますけれども、本市におけます産後ケア事業に

つきましては、産婦人科医院等に宿泊し、心身のケアや育児サポート等の支援を受けるショ

ートステイ、助産施設等に出向き個別に支援を受けるデイケア、自宅に助産師が訪問し支援

を受ける訪問ケアの 3 通りのサービスを実施しておるところでございます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 以前からその産後ケア事業については何度か質問して、以前より

改善され、助産師さんたちの応援をいただきながら進んでいることに感謝申し上げます。 

 度々、若いお母さんたちから話を聞く機会があります。昔は大家族で、産後の女性を支え

る人は地域の産婆さんだったり、家族だったり、近所のおばさんだったりと頼れる存在があ

りました。現在では、核家族化、地域のつながりが希薄化等の要因で、退院後も夫も仕事で

忙しく頼れる人もなく、孤独な子育てに悩んでいる方が多いのが現状だということだと思

っています。 

 雲仙市の産後ケアでの相談状況は今私が申したそのような困っている、孤独といいます

か、そこら辺のことは相談があっていないか、お尋ねいたします。 

○議長（松尾文昭君） 東健康福祉部長。 

◎健康福祉部長兼福祉事務所長（東裕実君） コロナ禍におけます産後うつについてのお尋

ねでございますけれども、出産に係る相談の中には、里帰りができない、あるいは県外の実

家からの支援が受けられないなどの悩みをお持ちの方がいらっしゃいますので、こういっ

た産後のうつにつながるおそれがある相談も現在含まれておるところでございます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 今日たまたま新聞に私の質問の応援かなと思って、記事が出てい

ました。1 面ですけども、「コロナ禍出産育児孤立の危険」という記事が出ていました。 

 ちょっと読ませてもらうと、子どもと一対一で過ごす時間が長くなると、ああだめだと、

私何のために生きているのだろうという瞬間があると。そして、妊婦同士で悩み分け合うプ



レママカフェを定期的に実施しているところもあるみたいですが、この密を避ける必要性

がある場合、今現在ですけども、パパママ教室というのが開催されると思っておりますが、

その現状、密になるから開催できないとか、そういう状況なのか、ちょっとお尋ねいたしま

す。 

○議長（松尾文昭君） 東健康福祉部長。 

◎健康福祉部長兼福祉事務所長（東裕実君） パパママ教室につきましてでございますけれ

ども、長崎県の緊急事態宣言が発令されました 5 月に 1 回中止をいたしておりますが、コ

ロナ禍で産婦人科における妊婦教室が中止をされている状況もありまして、やはり妊婦の

不安を少しでも軽減するために、その後、3 密を避ける工夫を行いながら事業を実施してい

るところでございます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 私が常々思っていることは、市役所、福祉事務所はしっかりやっ

ていますというようなことをおっしゃるのですけども、やっぱりそこのことが産婦のお母

さんたちには届いていないような気がいたします。ですから、本当に何か悩みがあったら気

軽く手を差し伸べますとか、そういう状況の支援といいますか、そこら辺がやっぱり大事じ

ゃないのかなと思っております。 

 今の産後ケア事業は、その若いお母さんたちがおっしゃるのですけども、5 か月間の制度

が利用できるようですが、国の育児休業制度も結構延びていますので、1 年間ぐらい産後ケ

ア事業を延ばして、子育てに優しい雲仙市というのをアピールしてもらいたいのですけど

も、延ばすことは可能ですか。 

○議長（松尾文昭君） 東健康福祉部長。 

◎健康福祉部長兼福祉事務所長（東裕実君） 本市の産後ケア事業につきましては、現在、

出産後 5 か月未満の女性及び乳児を対象としておりますけれども、母子保健法の一部を改

正する法律が令和 3 年 4 月 1 日から施行予定されております。出産後 1 年を経過しない女

性及び乳児に対して産後ケア事業を行うことが全国全ての市町村の努力義務とされておる

ところでございます。 

 本市の産後ケア事業につきましては、この母子保健法の改正にあわせまして、令和 3 年

度から対象者を出産後 1 年未満の女性及び乳児に改めるよう、現在準備を進めているとこ

ろでございます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 1 年間、産後ケア事業を受けられるということだと思うのですが、

周知のほうをよろしくお願いいたします。 

 次に、みずほ温泉千年の湯の今後についてお尋ねいたします。 

 2 月 3 日の臨時会にて、現在休止している温泉をくみ上げるポンプリースの補正予算が可

決し、市民の方々が待ちわびた温泉施設が行えるようになります。まだなっておりませんけ

ども。 



 臨時議会の傍聴にも心配された多くの市民の方にお越しをいただきました。 

 2 月 1 日の全員協議会、3 日の臨時議会にて、来年度の方針の説明がありました。市民の

皆様に説明する意味で詳しく説明いただきたいと思います。 

○議長（松尾文昭君） 東健康福祉部長。 

◎健康福祉部長兼福祉事務所長（東裕実君） 千年の湯の今後の方向性ということでござい

ますけれども、まず、市といたしましては、令和 3 年度末までの市の主体となっての運用で

す。令和 3 年度末まで行うということでございますけれども。その後の取扱いにつきまし

ては、民間活力を導入をするような形で考えております。 

 この民間活力導入につきましては、温泉施設であります千年の湯単体ではなく、みずほす

こやかランド内の周辺施設を含めて、まずはどのような利活用が考えられるのか、民間事業

者からのアイデアや意見を募集し、対話を重ねるサウンディング調査を実施することとし

ております。民間事業者から様々なアイデアや意見が出てくることを期待しておりまして、

そのアイデアや意見を検証し、今後の施設の在り方や方向性、活用方法などを盛り込んだ市

の基本構想、基本計画を策定いたします。 

 また、作成しました基本構想、基本計画につきましては、それが本当に民間事業者が参入

し運用していくことが可能かどうかの事前調査を令和 3 年度中に実施し、その後、実施主

体となる民間事業者を公募することになろうかというふうに考えております。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 現在進めようとしているＰＰＰ、ＰＦＩ推進のための募集に手を

挙げようとされているということですが、私も愛の夢未来センター建設の時に民間の活用

するＰＰＰとＰＦＩの事業を紹介して提案をいたした経緯があります。 

 今後、考えているこの事業は、国交省が行う地方公共団体等による官民連携事業導入に関

する取組を支援しますという国の制度のようですが、私も国会議員と連携をし、推進を考え

ておりますが、このことが実現して、どのようにこのみずほ千年の湯の再開につながってい

るのか、今説明がありましたけども、もうちょっと詳しく分かるようにお願いできませんか。 

○議長（松尾文昭君） 東健康福祉部長。 

◎健康福祉部長兼福祉事務所長（東裕実君） この民間活力導入に対する国庫補助の内容で

ございますけれども、現在確認できる補助金としまして、国土交通省所管の補助金が 2 点

ございます。 

 1 つ目でございますけれども、先導的官民連携事業とされておりまして、民間活力導入の

モデル性がある事業や既存公共施設やインフラの集約、再編、既存サービスの新たな組合せ

による提供、収益事業の導入を行う事業に対しましてコンサルタント等の専門家に調査や

検討を依頼する経費が補助対象となっております。 

 また、2 つ目に、官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業とされており

まして、官民連携に必要なインフラ整備に関する調査費やその調査を踏まえた民間活力導

入検討に係る調査費に対する補助金となっております。 



 また、国土交通省以外の各省庁の補助金に関しましても、活用できるものがないか、逐次

今情報収集に努めているところでございます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 大変難しい問題と思いますが、地元住民や北目の住民にとっては

重要な憩いの場としての要望は強い温泉施設であります。 

 ここで、ちょっと住民の方が書いた切実な思いを紹介したいと思います。抜粋して、全部

は読みませんけども。 

 平成 21 年 3 月から平成 24 年 3 月までの 3 年間、指定管理者のみずほすこやかランド施

設管理協会により運営されていましたが、平成 24 年度の指定管理の増額が認められず、指

定管理が不調となり、その後、市が直営で運営をしてきました。指定管理者が見つからない

ということから、直営になるとポンプの維持管理に多額の費用がかかることや利用者が

年々減少していることから、議会では千年の湯の存続問題として発展してきました。その危

機感から、平成 24 年 5 月には、早速、市の管轄として千年の湯活性化委員会が立ち上げら

れ、とにかく市民のコミュニケーション、安らぎ、憩いの場として、また福祉と健康増進、

そして地域の活性化を全面に出せば議会で納得させることができる。そのためには、利用者

を増やすことが第一であるということで活動をしてきました。発足当時、利用者は 6万 4,300

人でしたが、雲仙市と活性化委員会で検討し、目標を 7 万人に設定して頑張りました。平成

28 年には 7 万人を突破しましたが、翌 29 年にはポンプの故障で 5 万 7 千人台になり、そ

の後盛り返して、令和元年には再び 7 万人を突破したばかりでしたと。これは、この方の一

つの考えのようですけども、旧 7 町の地域性を生かした均等なる発展、活性化を図る意味

での投資を考えるならば、かなりの予算が瑞穂地域にも見込まれますと。その中から千年の

湯に係る経費を優先させて使用できれば、何とか維持していけるのではないかと、私なりに

思っておりますという考え方です。最後に、役所の方におかれましては、最後の最後まで千

年の湯をよろしくお願いしますと、結んであります。 

 この中で、旧 7 町の地域を生かした均等なる発展、活性化を図る意味での投資を考える

ならば、かなりの予算が瑞穂地域にも見込まれます。この予算を使ってできるのじゃないか

ということを言われております。相当な思いで、私はこの思いを受け止めたいと思っていま

す。 

 私が考えるに、ちょっとお尋ねしますが、観光商工部長へお尋ねいたします。 

 小浜の望洋荘の指定管理料はいくらですか。 

○議長（松尾文昭君） 谷川観光商工部長。 

◎観光商工部長（谷川裕行君） 望洋荘の指定管理料は、令和 3 年度の予算案で計上してい

るのは 1,062 万 6 千円でございます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 次は、教育委員会へお尋ねいたします。 

 リフレッシュセンターおばま指定管理料、国見町の遊学の館指定管理料はいくらですか。 



○議長（松尾文昭君） 冨永教育次長。 

◎教育次長（冨永修一君） まず、小浜のリフレッシュセンターおばまの指定管理料でござ

いますが、令和 2 年、令和 3 年度同額で約 2,300 万円でございます。国見町の遊学の館の指

定管理料につきましては、令和 2 年、令和 3 年度同額で 3,150 万円でございます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 健康福祉部長、みずほ千年の湯のポンプが壊れたり、今回のよう

な配管が壊れた場合、俗に言う不可抗力を含めた時の赤字部分が一般財源からどれぐらい

繰り入れてありますか。 

○議長（松尾文昭君） 東健康福祉部長。 

◎健康福祉部長兼福祉事務所長（東裕実君） 千年の湯の収支の状況でございますけれども、

今申されました不可抗力、それから全ての修理を含んだというところで、過去 10 年間の平

均で 2,437 万 4 千円の赤字運営となっております。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） であれば、今私が尋ねました、紹介してもらった他の施設の考え

方と指定管理料の金額に近くなるのではないのかなという私の考え方です。他の施設もた

くさんお金がかかっていると思っています。もうこれで終わりますけれども、北目の住民の

要望と先程の市民の皆さんの意見を十分に理解してもらい、民間のノウハウを取り入れて

存続に向けた取組の検討をお願いいたします。 

 ②として、保育所支援について質問いたします。 

 子どもさんが欲しくてもなかなか授からないケースがあると思います。公明党が長年主

張してきた不妊治療の保険適用が現実に向け大きな一歩を踏み出します。昨年 9 月に就任

した菅総理も保険適用を明言、政府は昨年度末に閣議決定した全世代型社会保障改革の最

終報告で 2022 年 4 月から保険適用実施が明記され、それまでの期間は 2020 年度第 3 次補

正予算に必要経費が計上されました。長崎県も来年度から計上してあります。 

 雲仙市の不妊治療に対する内容を説明ください。 

○議長（松尾文昭君） 東健康福祉部長。 

◎健康福祉部長兼福祉事務所長（東裕実君） 本市の不妊治療に対する助成につきましては、

治療費が高額な体外受精または顕微授精を受ける方の経済的負担を軽減するため、特定不

妊治療費支援事業として実施をしております。助成対象者は、長崎県が実施する特定不妊治

療費の助成を受け、夫婦のいずれかの一方が治療終了の日において市内に 1 年以上住所を

有している方でございます。 

 助成額につきましては、採卵を伴う場合は 10 万円、採卵を伴わない場合は 5 万円を限度

として助成を行っているところでございます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 不妊治療は、全国の自治体も取り組んでいると思いますので認知

はされてきております。その先、妊娠はしたけれど子どもが育たない、不育症の問題があり



ます。妊娠はするものの流産や死産を繰り返し、死産に至らない状況、検査によって原因が

判明し、適切な治療をすれば 8 割以上の患者が出産することができると言われているそう

です。検査や治療に高額な費用を必要とするため、出産を諦めるケースが少なくないそうで

す。流産すると、おなかにいた子どもや夫、家族に申しわけなく、ごめんねと自分を責め続

ける日々の繰り返しだと。経済負担や患者の心までの寄り添いが必要だと考えます。 

 今度は、雲仙市の不育症治療に対する状況、考え方をお尋ねいたします。 

○議長（松尾文昭君） 東健康福祉部長。 

◎健康福祉部長兼福祉事務所長（東裕実君） 不育症の経済支援等に対する市の考え方でご

ざいますけれども、不育症に関する相談や妊娠届提出後の流産や死産の情報につきまして

は、これまで担当課へ寄せられることはほとんどございませんでしたが、昨年 10 月から子

育て世代包括支援センター事業に取り組み、全ての妊婦に対する面談を開始したことや国

からの情報連携に関する通知により、少しずつ流産や死産等に関する情報が入ってくるよ

うになったところでございます。 

 今後は、不育症についての相談対応や不育症が疑われる方への支援など調査研究を進め

ていく必要があるものと考えております。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） まだまだ雲仙市は遅れているのかなとの思いがいたしますが。 

 長崎県も令和 3 年度予算案に不育症検査費用助成事業として 12 億円を計上してありま

す。雲仙市も支援してもらえませんか。 

○議長（松尾文昭君） 東健康福祉部長。 

◎健康福祉部長兼福祉事務所長（東裕実君） この不育症の事業につきましては、今御紹介

がありましたように、県の事業として始まるというようになっておりますが、市といたしま

しても、県内でこれを既に実施している自治体等もございますが、ちょっと申請がまだ少な

いという状況もあるようでございます。この不育症の検査内容や費用がどの程度必要なの

か把握するために、今後、県や先進地の状況等を踏まえまして調査研究を行い、前向きに取

り組んでいきたいというふうに考えております。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 調査研究も大事なのですけども、まだ雲仙市の子育てのそういう

若いお母さんたちは相談がなかったということですけども、それは通知といいますか周知

といいますか、それが多分知らないのかなという思いがあります。 

 しかし、今、県も予算措置があるわけです。島原半島でも、これを私は言いたい。南島原

市でも島原市でももう取り組んでいるのです。なぜ雲仙市だけが、とならないのかなと。も

っとやっぱりそういう子育てに、今のさっきの結婚奨励金も同じですけども、もっとやっぱ

り人口減少、その対策を考えるのであれば、そういう若い人たち、そういう方に目を向けて、

雲仙市もやろうという気構えはありませんか。もう一度、部長。 

○議長（松尾文昭君） 東健康福祉部長。 



◎健康福祉部長兼福祉事務所長（東裕実君） この不育症に関する支援につきましては、議

員が御紹介のとおり、近隣市町も実施している状況がございます。 

 先程も申し上げましたけれども、県ややはりそういったところの市町の状況を調査研究

をしまして、前向きに取り組んでまいりたいというふうに考えております。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 前向きに、ぜひよろしくお願いいたします。 

 最後に、教育行政について質問いたします。 

 政府は、来年度から 5 年間で小学校の 1 教室の学級編制基準を 40 人から 35 人に引き下

げる方針のようです。この考え方は、子どもを適切にきめ細かく指導することを目的として

いるようですが、都会の小学校はそのような現状だと思いますが、雲仙市にとっては、そが

んあんまりメリットなかっと思うとばってん。どのような状況になっているのか、現状とメ

リット、デメリット、お聞かせください。 

○議長（松尾文昭君） 冨永教育次長。 

◎教育次長（冨永修一君） 平野議員のほうから 40 人が 35 人に引き下げられたというこ

とでございますが。 

 今回、政府のほうで先月 2 月 2 日に閣議決定が行われまして、公立義務教育諸学校の学

級編制及び教職員定数の標準に関する法律というものが一部改正し、令和 3 年度から 5 年

間かけまして 40 人を 35 人に引き下げるということでございますが。先程議員さんのほう

からありましたが、安全・安心な教育環境を整備するためということでございます。 

 本市の小学校にどのようなメリット、デメリットかということでございますが。 

 今現在 40 人から 35 人に引き下げられたことによりまして、やはり学習、生活両面で一

人一人の子どもたちのきめ細やかな指導ができると、そのようなことが可能になるかとい

うふうに考えております。 

 しかしながら、本市におきまして、35 人を超える小学校の学級は市内 17 校 103 学級ご

ざいますが、3 校 6 学級、全体の僅か 6％程度でございます。令和 3 年度は小学校 1、2 年

生が 1 学級 35 人となりますが、本市で 35 人学級編制に該当する学校は 1 校、愛野小学校

のみとなる見込みでございます。 

 また、今後 5 年間、段階的に 35 人に引き下げた場合でも、現在の就学前の児童数の推移

から予測をいたしますと、該当する学校は愛野小学校 1 校 3 学級程度になる見込みでござ

います。 

 従いまして、市全体といたしまして、35 人学級のメリットと申しますのは限定的ではな

いかなというふうに考えております。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 限定的というのは、あんまり影響はないということですか。 

○議長（松尾文昭君） 冨永教育次長。 

◎教育次長（冨永修一君） 先程申し上げましたが、今後 5 年間で愛野小学校のみが 35 人



学級に該当するということで、他の小学校については学級編制には影響がないということ

でございます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） そうでしょうね。 

 今回は、小学校と聞いております。中学校はどのようになるのか、お尋ねです。 

○議長（松尾文昭君） 冨永教育次長。 

◎教育次長（冨永修一君） 今回方針が示されたものにつきましては、小学校のみの学級編

制でございまして、中学校は含まれておりません。 

 しかしながら、今現在、長崎県におきましては、平成 18 年度から県独自の基準によりま

して中学校 1 年のみ 35 人の学級で学級編制をしているところでございます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 人数はそうなのでしょうけども、もう一つ、教科担任制度導入の

議論もあっているようです。 

 中央教育審議会では、小学校 5 年、6 年生で専門の教員が教える教科担任制を 2022 年度

を目処に導入すると明記してあるようですが、理科、数学、英語などですけども、先程の少

人数学級導入は、生徒の数を減らし先生の負担を減らすという一面もあるのかなという、こ

れは私の個人的な考えですが。しかし、この教科担任制を導入するとなると、先生の負担増

にならないのかと考えるのですけども、この教科担任制度の意味的な分は、中学校で英語の

先生、理科の先生、社会、体育の先生とか変わりますよね。ああいう部分というイメージ的

になるのですけども、それは間違いないですか。 

○議長（松尾文昭君） 冨永教育次長。 

◎教育次長（冨永修一君） 小学校の教科担任制のことでございますが。 

 令和 4 年度を目処に、小学校高学年におきまして教科担任制を本格導入をするという方

向性を例示されたところでございます。 

 市といたしましても、この国の方針を注視しながら対応してまいりたいというふうに考

えております。 

 なお、現在、小学校では 6 学級以上の学校に対しまして 1 名の教員を多く配置をされて

おります。その教員が理科や音楽等、学校の実情にあわせて教科担任的な役割を担っており

まして、その指導を行っているところでございます。 

 教員の負担にならないかということでございますが、小学校で今現在学級担任が多くの

教科を担っているところでございますが、教科担任制が導入された場合、1 人の教員が受け

持つ教科の数が減るということで、授業の準備期間が軽減されるのではないかなというこ

とで教員の負担軽減がなされるものと考えておりますが。 

 しかしながら、1 学年の学級数が 3 学級程度以上なければ、教科担任制の効果というのが

期待できないというふうに考えておりまして、本市内での小学校のメリットは少ないので

はないかなというふうに考えております。 



○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 以前、我々会派の藤本議員が英語教育のことを取り上げておりま

す。 

 私の個人的な考えですけども、今までの先生が英語を教えるのと、ＡＬＴの先生が教える

本場の英語といいますか、雲泥の差があると思っておりますし、先生が教えるとなると、先

程の話じゃないですけども、負担が増えるのじゃないかなと。英語の苦手な先生もいらっし

ゃるかもしれません、と思うのですがいかがでしょうか。 

○議長（松尾文昭君） 冨永教育次長。 

◎教育次長（冨永修一君） ＡＬＴの活用ということでございますが、今現在、市内には中

学校にＡＬＴを配置をいたしまして、小学校に週 1 回程度、中学校から派遣をいたしてお

ります。英語を母国語とする外国語指導助手を今現在派遣をいたしております。外国語の授

業を通して生の英語に触れてもらう機会を設けておりますが、今後もこの取組を続けてま

いりたいというふうに考えております。 

 英語になれ親しむという子どもたちをつくるために、英語の指導力というものは大切か

というふうに思いますが、今現在、教職員が大量退職、大量採用の時代を迎えておりまして、

多くの若い教員が今現在採用をされているところでございます。大学におきましては、今現

在、英語教育に力を入れておりまして、英語力のある教員が採用されて、その教員が小学校

で生きた英語の指導に当たるのではないかなというふうな期待もしているところでござい

ます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 今ＡＬＴの週 1 回派遣と言わしたばってん、週 1 回しか英語はな

いのですか。そういうことじゃないのでしょう。 

 また、今言われた若い大学生が英語のとおっしゃいましたけども、週 1 回ということじ

ゃないのでしょう。その英語、教科担任制になった場合に。 

○議長（松尾文昭君） 草野学校教育課長。 

◎学校教育課長（草野勝文君） 失礼いたします。 

 小学校における外国語の学習ですけれども、小学校 3、4 年生は英語、外国語活動という

ふうな形で週に 1 時間でございます。5、6 年生につきましては、英語科ということで週 2

時間という形で実施をしております。 

 ＡＬＴは中学校区に 1 人配置ということで、基本、中学校の英語教育の助手という形で

ありまして、小学校への派遣につきましてはその校区の小学校へ週 1 回、その日にその小

学校の 1 時間とか 2 時間、その各学年の授業を中心に、その日で基本指導すると。 

 ただ、週 2 時間あります高学年につきましては、ＡＬＴの来る日だけでは授業ができま

せんので、担任がもう 1 時間別の日に行う、これはＡＬＴの助手というか、支援なしに行う

という形で実施をしているということでございます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 



◆10 番（平野利和君） このＡＬＴさんの授業の話言ったのですけども、我々会派で、藤

本議員が質問した時に大村市に勉強しに行きました。その時に学校での授業が主にやっぱ

りそういう英語、教育が主になってくると思うのですが、藤本議員が質問した時には、授業

だけでなく日頃の触れ合いが必要ではないかと、だからボランティアとかそういう大学生

たちに触れ合ったりすることが大事だと考えておるのですけれども、その時質問だったと

思うのですが。 

 教科担任制度をどのように教育委員会等は進めていこうと思っていらっしゃるのかなと、

お尋ねいたします。 

○議長（松尾文昭君） 草野学校教育課長。 

◎学校教育課長（草野勝文君） 教科担任制度につきましては、先程次長が答弁いたしまし

たように、ある程度の学級数がなければ効果的にはならないというふうに考えております。 

 しかしながら、やはり専門的にその教科を指導をするということは、教員の負担軽減にも

関わる部分でありますので、教員を配置します国、県の取組、これと連携をしながら進めて

いきたいというふうに考えておるところであります。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 今後、ダブレット導入もされます。ＩＣＴを利用して教育も重要

になっていくと思います。先生方も大変だと思いますが、学力だけでなく子どもたちに寄り

添う教育をお願いしたいと思います。それには、先生の素質アップ、雲仙市の未来を背負っ

て立つ子どもたちを育ててほしいと思います。 

 最後に、教育長の考えをお尋ねいたします。 

○議長（松尾文昭君） 下田教育長。 

◎教育長（下田和章君） 議員が御指摘のとおり、今非常に教育が大きく変わろうとしてお

ります。そんな中、御指摘されたとおり、やはり指導をする教員の指導力の向上というのが

喫緊の課題だろうと捉えています。 

 本県におきましては、平成 30 年度から県が教員等としての資質向上に関する指標を定め

まして、経験年数に応じた指標を基に研修が実施されております。また、各学校におきまし

ては、各学校が定めたテーマに基づいて指導力向上に向けた校内研修というのが非常に行

われているところでございます。 

 このように、教員の資質向上に向けた取組が地道に行われておりますが、小学校の教員採

用試験の受検者数が年々減少をしていると。また、今後 35 人学級の導入あるいは先程言わ

れた専科教員の廃止などが実施されていきますと、教員の数の確保とそれから質の担保と

いうのが大きな課題になると思っています。 

 教育委員会といたしましては、やはり先生方にとって魅力ある学校教育の現場づくりを

目指さなきゃいけないのかなと。そのためには、やはり質の高い研修時間の確保やあるいは

先生方の業務の効率化、こういうことに向けて本市では校務支援システムなどを導入して

先生方の負担軽減に努めているところでございますが。 



 ぜひ、私どもとしては、意欲があって、それから優秀な人材、そういう方々に教育の場を

目指していただきたいと、そういう学校づくりをしていかなきゃいけないというふうに思

っております。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） これから先生になろうという方の後押しになるかと思います。 

 （2）として、小中学校のトイレのバリアフリー化についてお尋ねいたします。 

 現在のトイレ状況を教えていただきたいと思います。以前、トイレの洋式化を質問してか

ら洋式化は進んでおるんでしょうか。それと、バリアフリー化の現状をお尋ねいたします。 

○議長（松尾文昭君） 冨永教育次長。 

◎教育次長（冨永修一君） まず、トイレの洋式化についてでございます。 

 令和 2 年 4 月 1 日現在のトイレの洋式化率につきましては、校舎が 36.6％、体育館・武

道場が 23.5％、屋外トイレが 18.9％、合計で 33.7％となっております。 

 平成 30 年の 12 月議会におきまして、町田康則議員の一般質問での答弁の中で、申し訳

ございません、34％とお答えをいたしましたが、閉校いたしました雲仙小学校が約 58％と

いうことで、この数値から若干下がっております。 

 それから、バリアフリーということでございますが、平成 30 年度からバリアフリー化を

ということで平成 30 年度に南串第二小学校、令和 2 年度に愛野小学校のトイレ 4 つを洋式

化したところでございます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 今、教育委員会としてバリアフリー化という考えというか、そう

いうあれは持っていますか。 

○議長（松尾文昭君） 冨永教育次長。 

◎教育次長（冨永修一君） 現在、バリアフリー化の計画としては持っておりません。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 文科省の調査では、今後のバリアフリー化の計画を持っている市

区町村は 15％にしか満たないと。今年 4 月から改正バリアフリー法が施行されますが、既

存の学校でも改善の努力義務が課せられるということであります。 

 加えて、公立小中学校は 9 割以上が災害の避難所に指定され、高齢化にやさしい避難所

づくりは待ったなしだと思っています。 

 校舎のトイレ、体育館のトイレはどのようになっておりますか、お尋ねです。 

○議長（松尾文昭君） 冨永教育次長。 

◎教育次長（冨永修一君） 校舎、体育館のトイレでございますが、すいません、数だけし

か持っておりません。さっきのパーセントの数値しか持ち合わせておりません。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） ここで、市民生活部に質問します。 

 災害時の避難所で、校舎や体育館が避難所になるケースがあると思います。私の地元の国



見中学校では、体育館は外にトイレがあります。このような場合、避難所としては厳しいで

すよね。御意見だけでいいです。 

○議長（松尾文昭君） 本多市民生活部長。 

◎市民生活部長（本多正剛君） 避難所の開設に当たりましては、予想される災害の規模や

種類、台風の進路予想など気象台などの気象や防災に関する情報を基に、その都度どの避難

所を開設するかを協議を行いながら決定していきます。場合によっては、トイレがないとい

うようなところも開設せざるを得ないというような状況もございます。 

○議長（松尾文昭君） 平野利和議員。 

◆10 番（平野利和君） 外にトイレがあると、やっぱり夜そして雨、そういう時には恐ら

く、それは開設するのはつまらんでしょうと私は思っています。 

 もう終わりますが、最後に、教育長、校舎のトイレや体育館のトイレ、バリアフリー化を

今後進めてほしいと思うのですが、御意見お願いいたします。 

○議長（松尾文昭君） 下田教育長。 

◎教育長（下田和章君） 現在、教育委員会におきましては、校舎とか体育館のトイレの洋

式化につきましては具体的な目標、これは 50％を目標として取り組んでいるところです。

まだまだ道途中です。 

 ただ、今、議員が御紹介されたとおり、改正バリアフリー法が公布をされておりますので、

この中に、学校においても努力義務となっております。当然、先程お話があった避難所とな

る体育館というのを想定しておかなきゃいけません。そして、この体育館というのは、避難

所だけじゃなくて、地域としての施設としても有効活用されるだろうと思いますので、今後

バリアフリー化の推進が求められる場所であろうと思いますので、少しずつでもバリアフ

リーを一遍にということはできないと思いますが、洋式化につきましては少しずつでも進

めていかなければいけないと思っております。（「終わります」と言う者あり） 

○議長（松尾文昭君） これで、10 番、平野利和議員の質問を終わります。 


